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研究成果の概要（和文）：　日本の政治発展をヨーロッパの非モデル国家のそれと比較することの意義を主張し
た本研究は、①日本の政党内閣成立過程を北欧諸国における議院内閣制成立過程と、②政党内閣期の政権交代を
南欧・東南欧諸国における寡頭政的議会制のメカニズムと、③権威主義化の過程を南欧・東欧諸国のそれと、④
戦後の一党優位制の成立をフランスやイタリアの中央集権的福祉国家建設の文脈でのそれと比較する事を目指し
たものである。日本政治史研究者とヨーロッパ政治史研究者を糾合して、9回の「比較ヨーロッパ政治史研究
会」を開催し、比較政治学上の研究動向のサーヴェイ、歴史政治学の先達の業績の評価、個別のテーマに関する
研究成果をあげた。

研究成果の概要（英文）：　This research project asserted the importance of comparative studies 
between the political development of modern Japan and that of the European non-model countries. It 
aimed to compare 1) the process of establishment of Party-Government in Japan with that of 
parliamentary government in Northern Europe, 2) the pattern of governmental changes of the Japanese 
Party-Governments with that of oligarchic parliamentarianism in Southern or Southeastern Europe, 3) 
the establishment of authoritarian regimes in Japan and Southern or East-Central Europe, 4) the 
formation of post-war predominant party systems in the context of centralized welfare states in 
Japan, France and Italy. Through nine Meetings on the Comparative European Political History, which 
gathered Japanese and European political historians, we have done several surveys on the relevant 
themes in comparative politics, the evaluation of the works of pioneers in the field of historical 
political science, and individual researches.

研究分野：ヨーロッパ政治史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近現代日本の政治発展を研究する際には、
ヨーロッパの大国を中心とするモデル国の政
治発展が参照されてきた。デモクラシーへと
至る政治発展のモデルとしては、多くの場合
にイギリス（場合によってはフランス）が、
他方、デモクラシーの崩壊に際してはドイツ
が、戦後福祉国家建設に関しては規範として
は社民型の北欧、実態に関してはドイツのよ
うな保守型（まれに、家族中心型の南欧）が、
明示的にせよ暗黙のうちにせよ、参照点をな
してきた。しかしながら、こうしたモデル事
例との比較は、日本の政治発展の特色を捉え
る上で必ずしも有益ではない。こうしたモデ
ル国の事例が日本の政治発展の参照事例とし
て適切でない根拠は、以下の四点に要約でき
る。 
 第一に、明治憲法体制下における日本の政
治発展の最大の課題は、藩閥勢力の掌握して
いた執行権に対する議会多数派によるコント
ロールを実現する議院内閣制の確立にあった
のに対して、19 世紀イギリスの政治発展の中
心的な課題は選挙権の段階的な拡大をめぐる
闘争であったためである（フランスをモデル
とする議論で参照されたのは革命であった）。
このような日本の政治発展と軌跡を共有して
いるのは、ヨーロッパにおいて長い絶対主義
国家の伝統を持ち、君主の任命する官僚内閣
に対して議会多数派が民主的コントロールを
かけることに長い政治闘争を必要とした中欧
から北欧にかけての地域、就中、ドイツやオ
ーストリアのように議員内閣制の実現に第一
次世界大戦後の革命を要した中欧の事例では
なく、革命的な変動によらずに議院内閣制を
実現した北欧の事例に他ならない。議院内閣
制の確立に先だって、日本の「桂園時代」に
相当する上下院横断連合による統治の時期が
デンマークに存在することは、あまり知られ
ていない。 
第二に、戦前日本の政治発展の頂点を画す
る、いわゆる大正デモクラシー期に実現した
二大政党間での政権交代を伴う政党内閣制は、
実際には、イギリスのような選挙における多
数派の交代に基づく二大政党間の政権交代で
はなく、少数派への政権移譲後に、知事を入
れ替えた後に行われる与党選挙によって議会
に政権与党多数派を創出する、典型的な寡頭
政的議会制に他ならなかったためである。戦
前日本において「憲政の常道」と呼ばれたこ
の政権交代慣行は、ポルトガルにおいて輪番
制 rotativismo、スペインにおいて平和的政
権交代 el turno pací fico と呼ばれた、イベ
リア半島やバルカン半島といったヨーロッパ
の周辺的な地域における二大政党間の政権交
代の一般的な特徴であり、かかる政治体制の
作動様式、政治発展のダイナミクスは、当然
イギリスのようなモデル国のそれとは特徴を
異にしており、モデル事例との比較からは捉
えることができない。 
第三に、崩壊の局面に関してみるならば、

戦前日本における非民主的政治体制の制度化
の過程は、ドイツのような極右大衆政党によ
る権力掌握と既存議会勢力の排除によって実
現したものではなかったためである。議会や
選挙が存在する中で、既存政党の統合を通し
て非民主化が進行したのであり、これと比較
可能なのは、イタリア・ドイツの事例ではな
く、ポルトガル第一共和政の経験や同時代の
東欧地域の事例に他ならない。 
第四に、日本の戦後デモクラシーの特徴を
なす一党優位制は、中央集権的な制度のもと
で広義の福祉国家建設・公共サービスの拡充
が進むことによって、中央からの資金の流れ
が地方での政治秩序を造型し、更に全国大の
権力布置に影響を与えることを通して再生産
されたことに着目する必要があり、参照され
るべきなのは北欧社民の一党優位制でも、大
陸欧州保守型だが連邦国家のドイツでもなく、
中央集権的なフランス（やイタリア）に他な
らないだろう。 
以上に挙げたように、日本の政治発展は、
モデル諸国の政治発展との対比によってより
も、類似した政治発展を示した諸国との比較
を通してよりよく理解されるはずであるが、
このような研究はこれまでに例がない。それ
は、政治史研究の専門化・細分化によって、
日本政治史・ヨーロッパ政治史研究者相互の
間の交流が困難になっていることを反映して
いると思われる。かかる困難を乗り越えるに
は、日本政治史研究者とヨーロッパ政治史研
究者との間の共同研究が必要となる。無論、
過去にこうした共同研究の事例がなかったわ
けではない。代表的な研究としては、坂野潤
治・宮地正人編『日本近代史における転換期
の研究』（山川出版社、1985 年）を挙げるこ
とができる。本研究は、こうした前例を範と
するものであるが、同書ではヨーロッパ政治
史研究者はむしろ比較政治学者として日本政
治史研究を試みているのに対して、本共同研
究は日本政治史研究者の日本政治史研究とヨ
ーロッパ政治史研究者のヨーロッパ政治史研
究との間の対話を試みたものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本の政治発展を理解する上で
多くの示唆を与えると期待される、中小国を
中心とするヨーロッパ諸国の政治発展上の類
似事例の研究を通して、相互の事象の理解を
深めることを目的として、日本政治史研究者
とヨーロッパ政治史研究者の間の共同研究と
して組織したものである。 
具体的には、以下の 4 つのテーマを設定し、
日本と政治発展上で類似しているヨーロッパ
の事例についての研究を、日本との比較を念
頭に置いて行った。その際には、当該テーマ
に関わる比較政治学上の研究動向のサーヴェ
イも行うことを心がけた。 
【テーマ①】官僚内閣から議院内閣制への
道（北欧）と政党内閣への道のり 
【テーマ②】寡頭政的議会制のダイナミク



ス（南欧・東欧）と政党内閣期の「憲政の
常道」 
【テーマ③】権威主義体制化（南欧・東欧）
と新体制 
【テーマ④】中央集権的福祉国家（仏伊等
西欧）と戦後の一党優位制 
 
３．研究の方法 
 本研究は、日本政治史研究者とヨーロッパ
政治史研究者の共同研究として組織した。全
体の研究統括は平田が担当し、日本政治史研
究側からは空井・伏見が、日欧比較の意義と
事例選択の妥当性を検討した。ヨーロッパ政
治史側からは、上記の 4つのテーマ群に沿っ
て、北欧班（議院内閣制の成立）、南欧班・東
欧班（寡頭政的議会制と権威主義化）、西欧班
（中央集権的福祉国家）を設けた。研究体制
は、以下のように編成した。 
全体統括：平田 
日本班：空井（統括）・伏見 
北欧班：小川（班統括） 
 南欧班：横田（班統括）・野上 
 東欧班：平田（班統括）・藤嶋（2014 年度
から参加） 
西欧班：中山（班統括） 
本研究は、研究参加者が個別研究を遂行し
つつ、年に 2回程度の合同研究会（「比較ヨー
ロッパ政治史研究会」）を開催する形で進めた。
研究会には関連分野の研究者にも参加を呼び
かけて、討議に参加してもらった。 
 科研への応募に先だって開催した第 1回か
ら数えて、研究期間中には第 9回までの「比
較ヨーロッパ政治史研究会」を開催した。毎
回、関連分野からも多くの出席を得て、活発
な議論が行われた。それぞれの研究会で取り
上げたのは以下のようなテーマであった。 
①第 1回（2012 年 7月 21 日、東北大学） 
平田「日本とヨーロッパ中小国の政治発展
比較の可能性をめぐって」 
②第 2回（2013 年 10 月 12 日、東北大学） 
共同研究の主旨説明と、各参加者の研究計
画の報告、日本政治研究者のコメント 
③第 3回（2014 年 3月 1日、立教大学） 
伏見「初期立憲政友会の選挙戦術」、 
平田「権威主義体制論の動向─移行論から
ポスト・ソヴェト権威主義体制の分析へ─」 
④第 4回（2014 年 9月 27～28 日、東北大学）
ヨーロッパ政治史研究者による研究の進捗
状況報告と、日本政治史研究者によるコメ
ント 
⑤第 5回（2015 年 2月 28 日、立教大学） 
平田「民主化の「第一の波」について─比
較歴史分析とその後─」、 
空井「歴史政治学はなぜ認知されなかった
のか（あるいは、「歴史政治学の風」はなぜ
吹かなかったのか）─『ヨーロッパの政治
［歴史政治学試論］』刊行 30 周年を前に─」 
⑥第 6回（2015 年 9月 12 日、東北大学） 
野上「19 世紀スペイン自由主義序説」、 
中山「1960 年代のイレヴィレンヌ県におけ

る都市開発・産業振興とキリスト教民主主
義勢力の分解」 
⑦第 7回（2016 年 3月 5日、立教大学） 
横田「長期的文脈の中のポルトガル第一共
和制（1910～26）」、 
小川「国家の歴史政治学─レヴァイアサン
2.0 をめぐって─」 
藤嶋「戦間期ルーマニア議会政治の隘路」 
⑧第 8回（2016 年 8月 2日、東京大学社会科
学研究所）合評会 
小山吉亮（専修大学）「伊藤武著『イタリア
現代史─第二次世界大戦からベルルスコー
ニ後まで─』（中公新書、2016 年）」、 
著者、伊藤武（専修大学）による応答 
⑨第 9回（2016 年 9月 8日、立教大学）合評
会 
川島周一（明治大学）「マーク・マゾワー著、
中田瑞穂・網谷龍介訳『暗黒の大陸─ヨー
ロッパの 20 世紀─』（未来社、2015 年）」、 
訳者、中田瑞穂（明治学院大学）、網谷龍介
（津田塾大学）による改題 
 また、本研究参加者の中からは、文献・資
料収集、研究動向の検討などを目的として、
毎年 1～4名が海外調査を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究の所期の目的に沿って、共同研究会
（「比較ヨーロッパ政治史研究会」）では、ヨ
ーロッパにおける第一次世界大戦までの民主
化に関わる研究動向や、権威主義体制論の近
年の展開に関する紹介が平田によって行われ
たほか、歴史政治学の先達（篠原一、高橋進、
Ch.ティリー、Ch.メイヤー）の業績に対する
包括的な評価が空井、小川（後者は、小川「戦
争する国家、たたかう人々─C.ティリーの変
動の政治学─」年報政治学 2013-Ⅱ 『危機と
政治変動』64 巻 2号（2014 年）、小川「国家
の歴史政治学─レヴァイアサン 2.0 を超えて
─」『思想』1107 号（2016 年）として公刊さ
れた）によって行われるなど、研究会参加者
にとって大きな意義のある研究が行われた。 
 日本の政治発展とヨーロッパ諸国の政治発
展の比較に関しては、テーマ①に関連して、
日本政治史研究者の伏見によって政党内閣成
立史に関する研究史の概観、研究の現状の紹
介が行われ、ヨーロッパ政治史研究者への貴
重な情報提供が行われた（研究史に続けて紹
介された個別研究の部分が公刊された。伏見
「初期立憲政友会の選挙戦術（一）（二）（三）
（四・完）」『法学』、77巻 5号（2013 年）、78
巻 2 号（2014 年）、79 巻 2 号（2015 年）、80
巻 3 号（2016 年））一方で、政治発展概念を
S.ロッカンにまで遡って再検討する必要も指
摘された（小川「バック・トゥ・ザ・フュー
チャー─デンマークとスウェーデンの政治発
展と包摂─」『北ヨーロッパ研究』11 巻（2014
年））。テーマ④に関連してしては、戦後の一
党優位制の成立をフランスやイタリアにおけ
る中央集権的福祉国家建設の過程と比較する
ことの重要性と意義が中山によって確認され



た（中山「高度成長期フランスにおけるド・
ゴール派一党支配の源泉とは？─1960 年代
のイレヴィレンヌ県における都市開発・産業
振興とキリスト教民主主義勢力の分解─（一）
～（三・完）」『国家学会雑誌』128 巻 9・10
号、11・12 号（2015 年）、129 巻 1・2号（2016
年））。テーマの②と③に関しては、戦間期に
おける政党内閣制の崩壊と権威主義化の過程
を、南欧諸国の他にも東欧諸国（南東欧諸国・
東中欧諸国）の類似事例と比較することの重
要性が示唆されたが、むしろ対象とする事例
を拡張する必要が認識された。寡頭政的議会
制の下での二大政党間の競争の激化が議会外
アクターの政治化を惹起するプロセスや、行
政機構を用いて上から大衆政党を組織化する
試みに関して、日本の事例と比較可能な類似
事例は、南東欧諸国に関してはルーマニアに
加えてブルガリアやギリシアの事例を参照す
る必要があり（藤嶋「南東欧諸国における寡
頭的議会制からの移行─ルーマニアとブルガ
リアの比較から─」日本比較政治学会年報 16
号『体制転換／非転換の比較政治』（2014 年）
が示唆するように）、東中欧諸国に関してはハ
ンガリーに加えてポーランドの事例も参照し
つつ比較分析を行うことが必要になるだろう。 
 今後はこうした補足的な研究を行った上で、
研究成果を論文集にまとめることを目指す予
定である。 
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